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合議制の機関で意
見聴取が必要な事
項

　子ども・子育て支援新制度の関係で、教育・保育施設の認可
や、施設型給付費等の支給に係る施設・事業としての確認などを
行う際に、法律上、審議会その他の合議制の機関で意見聴取が
必要な事項にはどのようなものがありますか。

　子ども・子育て支援新制度においては、教育・保育施設となる幼保連携型認定こども園
や幼稚園、保育所の設置等の認可の際や、施設型給付費等の支給に係る施設・事業とし
ての確認などを行う際に、法律上、審議会その他の合議制の機関で意見を聴くことが必要
な事項があります。
　各審議会等における意見聴取が必要な主な事項は以下のとおりです。

○認定こども園法に基づく合議制の機関（同法第25条）
　・私立幼保連携型認定こども園の設置、廃止、休止、設置者変更の認可（同法第17条第
１項）
　・幼保連携型認定こども園の事業の停止、閉鎖の命令（同法第21条第１項）
　・私立幼保連携型認定こども園の認可の取消し（同法第22条第１項）
○私立学校審議会（私立学校法第９条第１項）
　・私立幼稚園の設置、廃止、設置者変更、収容定員に係る学則の変更（学校教育法第４
条第１項、学校教育法施行令第23条第１項第11号）
　・私立幼稚園の閉鎖命令（学校教育法第13条第１項）
　・学校法人の寄附行為の認可（私立学校法第31条第１項）　等
○児童福祉審議会（整備法による改正後の児童福祉法第８条第１項）
　・私立保育所の設置の認可（同法第35条第４項）
　・私立地域型保育事業の認可（同法第34条の15第2項）
　・児童福祉施設の停止（同法第46条第1項第4号）
○子ども・子育て支援法に基づく合議制の機関（同法第77条）
＜市町村に置かれるもの＞
　・確認に係る利用定員の設定（同法第31条第１項、第43条第１項）
　・市町村子ども・子育て支援事業計画の作成、変更（同法第61条第１項）
＜都道府県に置かれるもの＞
　・都道府県子ども・子育て支援事業支援計画の作成、変更（同法第62条第１項）
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幼保連携型認定こ
ども園以外の認定こ
ども園の認定手続き
に係る協議

   幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の認定手続きに
おいて、設置者が市町村立の場合は、都道府県が当該認定の申
請に係る施設が所在する市町村長への協議を行う必要がありま
すか｡

   就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律第三条第
六項における都道府県と市町村との協議は、当該市町村以外が設置する認定こども園を
想定したものであり、当該市町村立の認定こども園については、協議が不要です｡

新規
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小規模保育 　従来の定員60人未満の小規模保育所の設置認可等の取扱い
に変更はありますか。

　新制度においては、保育所は定員20人以上で認可を行えることとし、「保育所の設置認
可等について」の改正（平成26年12月12日付雇児発1212第５号）により明確化したところ
であり、「小規模保育所の設置認可等について」（平成12年3月30日付児発第296号厚生
省児童家庭局長通知）及び　『「小規模保育所の設置認可等について」の取扱いについ
て』（平成12年3月30日付児保第11号厚生省児童家庭局保育課長通知）は、廃止すること
にしています。
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連携施設 　家庭的保育事業者等の連携施設は、市町村の確認を受けてい
ない施設も設定できるのでしょうか。

　家庭的保育事業者等の連携施設は、市町村の確認を受けた施設だけでなく、確認を受
けていない施設も設定の対象となります。
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